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序　　　　　文

中国人民共和国では人口や耕地、交通幹線の集中する大河川中下流域がしばしば洪水被害をう

けて国家経済に与える影響が甚大であり、洪水の防止と被害の軽減が国の重要課題とされてきた。

このため中国政府は我が国に、効率的な水害防止指揮自動化システムの確立と、洪水予報官の養

成を目的とするプロジェクト方式技術協力を求めてきた。

これを受けて国際協力事業団は、1993年６月から５年間にわたる「中国国家水害防止総指揮部指

揮自動化システムプロジェクト」の技術協力を行った。しかしながら、1997年 12月の終了時評価

調査で、電気通信、情報処理分野の技術協力は初期の目的をほぼ達成したものの、洪水予測分野

ではさらに協力が必要と判断され、２年間にわたるフォローアップ協力が実施されてきた。

今般は、フォローアップ協力の終了を約４か月後に控え、本プロジェクト活動の総括を行って

成果を確認するため、2000年１月６日から同 15日まで、建設省河川局河川計画課河川情報対策室

室長　池田道政氏を団長とする運営指導調査団を現地に派遣した。同調査団によれば、本プロ

ジェクトの初期の目標はフォローアップ協力によってほぼ達成され、中国人民共和国の水害防止

自動化システムの改善に大きく貢献して、予定どおり2000年５月 31日をもって協力を完了できる

ことが確認された。

本報告書は、同調査団の調査・評価結果をとりまとめたものであり、今後の我が国の国際協力

に広く活用されることを望むものである。

ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、建設省、在中国日本大使館など、関

係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後も一層のご支援をお願いする次第である。

平成 12年２月

国際協力事業団
社会開発協力部

部長　田中　由美子
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第１章　運営指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

中国では人口の１／２と耕地の１／３、また多くの都市や主要交通幹線が大河川下流域に集

まっている。ところがこのような地域の地盤高は洪水時の水位以下のことが多く、洪水災害のた

め多数の死者が出ているほか、経済的被害も甚大であり、中国政府は洪水防止と被害の軽減を国

家の重要課題の一つとしている。

こうした背景の下、中国政府は 1990年、洪水予警報の分野で進んだ技術を持つ我が国に対し、

効率的な水害防止指揮自動化システムの確立と洪水予報官の養成を目的とするプロジェクト方式

技術協力を要請してきた。

これを受けて、国際協力事業団は 1991年 10月に事前調査を、1992年９月に長期調査を、そして

1993年４月には実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）への署

名を取り交わし、1993年６月１日から５年間の予定で中国国家水害防止総指揮部指揮自動化シス

テムプロジェクトの協力を開始した。

洪水予測分野では河川・水文特性の整理と洪水予測システム作成手法の開発、電気通信分野で

は章衛南運河をモデル地区とした通信網の改善、情報処理システム分野では国家水害防止指揮自

動化システムの改善と水害防止指揮にかかるデータベース作成について協力を実施してきた。

しかし、1997年 12月に実施した終了時評価調査の結果、洪水予測分野については更なる協力が

必要と判断され、５年間の協力期間終了後、1998年６月１日から 2000年５月 31日まで２年間の

フォローアップ協力を実施してきた。

今般は、フォローアップ協力終了を控え、これまでの活動の総括を行い、これまでに実施した

協力について当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理・運営の状況、カウンターパー

トへの技術移転の状況、目標の達成度を確認するとともに、プロジェクトの成果を発表・討議す

る技術移転セミナーに参加するため、本運営指導調査団を派遣した。

なお、本調査報告書では、フォローアップ期間の技術協力項目について主に述べており、フォ

ローアップ協力以前の実績などについては1997年 12月に実施した中国国家水害防止総指揮部指揮

自動化システムプロジェクト終了時評価調査報告書をあわせて参照されたい。

１－２　調査団の構成

団長／総括 池田　道政 建設省河川局河川計画課河川情報対策室室長

洪　水　予　測 勢田　昌功 建設省河川局治水課課長補佐
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＊技術移転セミナー講師短期専門家兼任

電　気　通　信 川口　真司 建設省建設経済局調査情報課電気通信室課長補佐

洪　水　予　測 海野　修司 財団法人河川情報センター第三研究部長

情　報　処　理 前田　安信 財団法人河川情報センター研究第三部主任研究員

＊短期業務調整兼任

協　力　企　画 大島優美子 ＪＩＣＡ社会開発協力部社会開発協力第一課

通　　　訳 加藤　洋子 日本国際協力センター研修監理部研修監理員
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１－３　調査日程

日順 月日 時間 行　程 場所 活動内容

1 1月 6日（木）13：35 調査団北京到着 NH905便

14：30 ＪＩＣＡ事務所との打合せ ＪＩＣＡ事務所 団員紹介、調査団対処方針確認、

意見交換

16：00 日本大使館を表敬 大使館経済部 表敬、調査目的の説明

18：00 団内打合せ 宿泊ホテル

〈新時代飯店　泊〉

2 1月 7日（金） 8：30 プロジェクト弁公室との協議 水利部 調査方針の説明、活動・成果に係

る中国側の意見聴取

10：00 水利部、水利情報センターを表敬 水利部 表敬、調査目的の説明

13：30 中央情報処理・洪水予測システム視察 水利情報センター 活動・成果に係る情報収集と確認

15：30 プロジェクト水文組との協議 水利情報センター 活動・成果に係る情報収集と確認

〈新時代飯店　泊〉

3 1月 8日（土） （資料整理）

18：00 団内打合せ 宿泊ホテル 日本側ミニッツ案の確認など

〈新時代飯店　泊〉

4 1月 9日（日）10：00 北京ホテル出発 北京→徳州は列車

15：00 徳州ホテル到着 宿泊ホテル

17：00 団内打合せ

〈美麗華飯店　泊〉

5 1月 10日（月） 8：30 章衛南運河管理局長表敬訪問 運河管理局

9：00 章衛南運河管理局関係者との協議 運河管理局 活動・成果に係る情報収集と確認

（洪水予測システム視察を含む）

13：30 章衛南運河管理局関係者との協議 運河管理局 将来計画に係る意見聴取

15：00 四女寺堰視察 四女寺堰 テレメータ設置状況など現地視察

20：00 団内打合せ 宿泊ホテル 日本側ミニッツ原案の作成

〈美麗華飯店　泊〉

6 1月 11日（火） 8：30 徳州ホテル出発 チェックアウト、徳州→北京は列車

14：00 北京ホテル到着 宿泊ホテル

15：00 水利部関係者との協議 水利部 将来計画に係る意見聴取

18：00 団内打合せ 宿泊ホテル 日本側ミニッツ最終案の作成、調

査作業進捗状況の確認

〈新時代飯店　泊〉

7 1月 12日（水） 9：00 水利部関係者との協議 水利部 ミニッツ最終案、中国側との調整作業

13：30 水利部関係者との協議 水利部 ミニッツ最終案、中国側との調整作業

18：00 団内打合せ 宿泊ホテル 日本側ミニッツ最終案の作成、調

整作業進捗状況の確認

〈新時代飯店　泊〉

8 1月 13日（木） 9：00 水利部関係者との協議 水利部 ミニッツ最終案の作成

14：00 ＪＩＣＡ事務所訪問 ＪＩＣＡ事務所 調査結果の報告

15：30 日本大使館を訪問 大使館経済部 調査結果の報告

〈新時代飯店　泊〉

9 1月 14日（金） 9：00 式典、セミナー出席 京都飯店 活動・成果に係る情報収集と確認

〈新時代飯店　泊〉

10 1月 15日（土） （資料整理）

14：50 調査団北京発 NH905便
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１－４　運営指導調査団主要面談者

氏　名 所　　属 役　　職

周文智 水利部 副部長

董哲仁 国際合作与科学技術司 司長

趙春明 国家水害防止総指揮部　弁公室 室長

矯　勇 水利部　企画計画司 副司長

劉建明 国際合作与科学技術司 副司長

干興軍 国際合作与科学技術司 処長

呉濃 国際合作与科学技術司 日本担当官

陳徳坤 水文局水利情報センター センター長

張健雲 水文局水利情報センター 総括エンジニア

辛立勤 水文局水利情報センター計算機管理処 処長

謝邦澤 国家水害防止総指揮部指揮自動化システムプロジェクト リーダー

孫桂華 　　　　　　　　　　　　〃 サブリーダー

趙建国 　　　　　　　　　　　　〃 管理組　組長

張　瑛 　　　　　　　　　　　　〃 職員

張宝春 　　　　　　　　　　　　〃 職員

李　健 　　　　　　　　　　　　〃 水文組　組長

張瑞芳 　　　　　　　　　　　　〃 顧問

周　礪 　　　　　　　　　　　　〃 エンジニア

軒雲卿 　　　　　　　　　　　　〃 エンジニア

王志民 海河水利委員会 委員長

王継章 海河水利委員会　章衛南運河管理局 局長

宋徳武 　　　　　　　 〃 副局長兼総括エンジニア

学軍 　　　　　　　 〃 副局長

李　輝 　　　　　　　 〃 処長

徐暁東 　　　　　　　 〃 主任

張暁杰 　　　　　　　 〃 副所長

史良如 　　　　　　　 〃 顧問

陳継東 　　　　　　　 〃 課長

何宗涛 　　　　　　　 〃 課長

尹　法 　　　　　　　 〃 所員

趙愛平 　　　　　　　 〃 所員
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冷艶芹 海河水利委員会　章衛南運河管理局 所員

斎建国 　　　　　　　 〃 所員

楊建国 　　　　　　　 〃 所員

呉啓龍 　　　　　　　 〃 所員

荊榮斌 　　　　　　　 〃 所員

李増基 　　　　　　　 〃 所員

尹寿蘭 国家水害防止総指揮部指揮自動化システムプロジェクト 通訳

王良和 　　　　　　　　　　　　 〃 通訳

杉本信行 日本国駐中華人民共和国大使館 経済部　部長

島村喜一 　　　　　　〃 二等書記官

新井明男 国際協力事業団中国事務所 次長

木村信雄 　　　　　 〃 次長

糟谷良久 　　　　　 〃 所員

阮　薇 　　　　　 〃 通訳

植田　彰 国家水害防止総指揮部指揮自動化システムプロジェクト チーフアドバイザー

山口昌広 　　　　　 　　　　　　 〃 長期専門家（水文分野）
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第２章　要約

本運営指導調査団は、「中国国家水害総指揮部指揮自動化システムプロジェクト」のフォロー

アップ協力終了を控えて、2000年１月６日から同 15日まで中国に派遣され、同プロジェクト活動

の総括を行った。

調査団はフォローアップ協力を中心として、プロジェクトの計画達成度を把握するとともに、

評価５項目（効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性）に基づく評価を行った。

この結果、日中双方の努力によって、本プロジェクトの初期の目標はほぼ達成され、洪水予測、

電気通信、情報処理の３分野における中国の水害防止指揮自動化システム改善に貢献したことが

明らかになった。

とりわけフォローアップ協力の中核だった洪水予測分野においては、モデル地域である章衛南

運河流域を対象に、実用レベルの精度を持つオンライン洪水予測システムが開発・実装され、こ

れに関する技術移転を通じて、多くの中国側技術者が養成された。また、電気通信分野において

も、マイクロ回線の増強により、章衛南運河の水文情報伝送の信頼性が向上した。

こうした７年間にわたる水害防止指揮システムの改善により、1998年の中国大洪水では全国で

約800億元、1999年にも200億元の被害軽減効果があったとの中国側推定値が示されるなど、成果

は既に、中国側の大きな評価を得ている。

このため日中双方は、プロジェクト残期間に、フォローアップ期間中の暫定実施計画に基づい

た「章衛南運河洪水予測システム開発技術マニュアル」を策定したうえで、本プロジェクトを予定

どおり、2000年５月 31日で完了することを確認した。
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第３章　プロジェクトの当初計画とフォローアップ技術協力の概要

３－１　プロジェクト当初計画

３－１－１　当初計画の概要

プロジェクト全体の投入計画及び活動計画は、1993年４月 12日に署名されたＲ／Ｄの暫定実

施計画は表３－１、及び活動計画内容は表３－２のとおりである。また、各年の詳細な投入計

画については、各年次ごとに年間活動計画を策定している。（詳細については本プロジェクト終

了時評価報告書を参照されたい。）

３－１－２　計画の変更

1994年６月の計画打合せ調査団が来華時に、中国側より準高級研修生の受入れ、マイクロ回

線邯鄲ルートの設置、水文観測テレメータ伝送システムの設置の要望が出され、調査団が帰国

後検討した結果、テレメータ以外については中国側の要望が受け入れられた。

1995年 10月の巡回指導調査団来華時に、中国側よりテレメータに係る技術協力の追加要請が

あり、帰国後国内関係機関と協議した結果、追加的に実施することとなった。

３－２　フォローアップ技術協力の概要

1997年 12月の終了時調査団来華時に行われた日中合同評価の結果、電気通信及び情報処理分野

は、一部マイクロ通信区間の改善を除いて初期の目標はほぼ達成された。しかし、洪水予測分野

においては、洪水予測システム開発手法の技術移転は、初歩的な段階にとどまらざるを得ない状

況であった。そこで、プロジェクトを２年間延長し、洪水予測モデルの精度を向上させる技術、洪

水予測モデルの実用化に関する技術の開発と移転、一部マイクロ通信区間の改善をすることと

なった。

フォローアップ期間の投入計画及び活動計画は、1998 年５月８日に署名されたＲ／Ｄのフォ

ローアップ期間暫定実施計画は表３－３、及び活動計画内容は表３－４のとおりである。また、各

年の詳細な投入計画については、各年次ごとに年間活動計画を策定している。
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表３－１　暫定実施計画（1993年４月 12日策定）

項目 日本予算年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度

I.プロジェクトの活動計画

下記分野の技術移転

１．洪水予測

２．電気通信

（1）固定系

a.調査

b.実施

（2）移動系

a.調査

b.実施

３．情報処理システム

a.調査

b.ソフト開発

Ⅱ .技術協力計画

［日本側］

１．長期専門家

（1）チーフアドバイザー

（2）業務調整員

（3）水文学

（4）電気通信

２．短期専門家

３．機材供与

４．研修員受入れ

５．調査団派遣

［中国側］

１．カウンターパート／事務・技術職員

２．土地・建物・附帯設備・機材

３．プロジェクト運営費

（必要に応じて派遣）

（年間３名程度受入れ）

（必要に応じて派遣）
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表３－２　活動計画内容（1993年４月 12日策定）

分　野 目　的 方　法 到達点

洪水予測

電気通信

情報処理

システム

章衛南運河（章衛南運河管

理局－岳城ダム）をケース

スタディとして取り上げ、

河川・水文特性に応じ洪水

予測システム作成手法の技

術移転を行う。

章衛南運河（章衛南運河管

理局－岳城ダム）をモデル

地区として通信網を改善す

る。

水利部の情報処理システム

を改善することにより国家

水害防止総指揮部の洪水対

策機能（洪水予測・洪水対

策用データベースの拡充な

ど）の向上を図り、各流域

機構などの下部組織への技

術移転の基盤を構築する。

日本人専門家と中国人カウ

ンターパートが共同で分

析・設計を行う。

中国人カウンターパートの

日本での研修を実施する。

日本人専門家と中国人カウ

ンターパートが共同で設計

を行い、供与機材を利用し

て通信網の改善を行う。

中国人カウンターパートの

日本での研修を実施する。

日本人専門家と中国人カウ

ンターパートが共同で設計

を行い、供与機材を利用し

てシステムの改善を行う。

中国人カウンターパートの

日本での研修を実施する。

①河川・水文特性に応じた洪水予測手法の

開発

②オンライン洪水予測システムの開発

①無線通信回線の調査・設計

②実施設計技術の移転

③設備据付け技術の移転

④維持保守基準の策定

⑤運用体制の確立

①最適なシステムの設計

②分散処理環境の構築

③水害防止総合データーベースの設計・構

築

a.水文統計データベース

b.オンライン水文データベース

c.河川構造物データベース

d.水害防止資機材データベース

④水文データの伝送技術の確立

⑤アプリケーション・プログラムの開発

保守運用基準の策定、保守運用体制の明確

化
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表３－３　暫定実施計画（フォローアップ期間：1998年５月８日策定）

日本予算年度 1998年度 1999年度 2000年度

項目 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

I. プロジェクト活動計画

1.予測結果選択システムの開発

（1）新安江モデルの再固定

（2）補完モデルの開発

① モデル設計

② 重回帰分析

③ 重回帰予測モデルの作成

（3）選択手法の設計

（4）予測モデル群の統合設計

① 流出解析型－貯留関数モデル

－新安江モデル

－経験法案

② 統計処理型－重回帰モデル

（5）選択システム・プログラミング

2. テストランによるシステムの評価と改良

（1）一次テストラン～定数固定型モデル

① プログラムの実装

② 実洪水負荷状態でのテストラン

③ 問題点の改良

（2）二次テストラン～予測結果選択システム

① プログラムの実績

② 実洪水負荷状態でのテストラン

③ 問題点の改良

3. 総合評価とドキュメント

（1）洪水予測分野の総合評価

（2）ドキュメント

（3）システム開発ガイドライン

4. 水文情報伝達

（1）器材調達

（2）ＳＤ化工事

（3）運用、保守

Ⅱ. 技術協力計画

［日本側］

1. 長期専門家

（1）チーフアドバイザー／業務調整員

（2）洪水予測

2. 短期専門家

3. 機材供与

4. 研修員受入れ

5. 調査団派遣

［中国側］

1. カウンターパート／事務・技術職員

2. 土地・建物・附帯設備・機材

3. プロジェクト運営費

（必要に応じて派遣）

（年間２名程度受入れ）

（必要に応じて派遣）

（５月までに完了）

（５月までに完了）

（５月までに完了）
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第４章　プロジェクトの投入及び活動実績

運営指導調査団は以下の投入及び活動が行われたことを確認した。

〈　〉内はプロジェクト開始当初からの実績である。

４－１　日本側

（1）専門家の派遣

1998年５月８日に締結したフォローアップの討議議事録（Ｒ／Ｄ）に基づき、チーフアドバ

イザー、洪水予測〈チーフアドバイザー、調整員、洪水予測、電気通信、情報処理〉に関する

長期専門家が計画どおり派遣されている。また短期専門家はこれまでに合計 11〈37〉名が派遣

された。

（2）研修員の受入れ

洪水予測分野５名〈洪水予測分野９名、電気通信分野６名、情報処理分野６名、準高級研修

として３名、合計 24名〉の訪日研修が実施され、プロジェクト実施期間中に計画されていた

日本への研修員受入れは既に予定どおり完了している。

（3）機材の供与

サーバー、スペースダイバシティ（ＳＤ）化用機器など、プロジェクト実施に必要な機材を

供与するために、合計約４億 6000万円が負担された。

（4）ローカルコスト負担

日本人専門家の派遣と活動に必要な経費のほかに、プロジェクトの円滑な実施のために、

合計で約 6000万円が負担された。

４－２　中国側

（1）カウンターパートと事務職員の配置

Ｒ／Ｄに基づき、必要なカウンターパートと事務職員が計画どおりに配置された。

（2）予算措置

プロジェクトの管理運営費、洪水予測活動費、必要設備の設置費として、合計で約 600万

人民元が負担された。
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（3）施設設備

ＳＤ化に伴う鉄塔改造など、プロジェクト実施に必要な施設や設備を用意するために、合

計で約 300万人民元が負担された。

４－３　プロジェクトの活動実績と技術移転状況

４－３－１　洪水予測分野

（1）1998、1999年度における成果概要

本プロジェクトの洪水予測分野における２か年間の成果としては、大きく以下の項目に

整理される。

・章衛南運河流域洪水予測システム情報処理サブシステムの開発、実用化

・章衛南運河流域洪水予測選択システムの開発、検証及び実用性の確保

（2）洪水予測システムの概要

今回開発された洪水予測システムは、従来より中国で用いられていた新安江モデルが、

中国でいう「半乾燥半湿潤地域」という流域条件の特殊性などから章衛南流域においてはそ

の精度が上がらないこと、日本で一般的に用いられている貯留関数モデルでもその精度向

上に限界があることから開発されたものである。

具体的には、貯留関数を基本として拡張機能及びフィードバック手法を用いたモデルを

含む日本が提案した 11の予測モデルに、中国が提案した新安江モデル、降雨流出経験モデ

ルの２つの予測モデルを加えた13のモデルで洪水予測を行い、予測時ごとにその数時間前

の洪水予測値と実測値が最も良く適合する予測モデルの値を予測値として採用する「選択シ

ステム」を導入している。

この選択システムは、中国でも初の予測方式であり、過去の洪水データなどが十分でな

く、その流域特性が特殊な章衛南流域では、現段階では最も現実的、実用的な方策と判断

される。

この洪水予測システムにより、章衛南流域では、計８か所の地点において、洪水予測が

可能となるとともに、計５か所の地点において、オンラインリアルタイムの水位データに

よる河道追跡が可能となる。

（3）選択制洪水予測システムの実用性

1） 選択制洪水予測システムの精度

洪水予測システムの実用性は、できるだけ多くの洪水での検証が必要であるが、シス
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テム開発期間中の２か年間においては検証にたる規模の洪水が発生していない。このた

め、章衛南流域の洪水としては、記録史上第２位の洪水規模（40年間で第２位の規模）で

ある 1996年の洪水などによる検証を実施している。

その結果は、図４－１と表４－１に示すように、洪水のピーク時においては、選択さ

れた最適な重回帰モデルによる予測値と実測値とでは 13.5％の誤差に止まっており、実

用的な精度が確保されている。

また、章衛南には、岳城ダムや遊水池があり、洪水を管理するためには、洪水のボ

リューム予測も必要とされるところである。このため、予測時ごとにその数時間前の洪

水予測値と実測値が最も良く適合する予測モデルの値を予測値として採用する「洪水予測

システム」は、洪水のピーク時の水位及び洪水のボリュームを予測できる現実的な予測シ

ステムと判断される。

2） 選択制洪水予測システムの操作性

実際の洪水予測は、章衛南運河管理局において実施される。章衛南運河管理局には、

「章衛南運河流域洪水予測システム」が完備され、テレメータデータなど一次処理をなさ

れたデータが自動的にシステムに入力され、12時間先までの降雨データの入力後、洪水

予測を３分程度で実行できるとともに、欠測データがある場合には自動又はマニュアル

による補完が可能であり、実用的なモデルであることが確認された。

（4）中国での技術移転状況

洪水予測システムの操作の中国での技術移転状況としては、1999年５月に、関連理論と

操作手法に関する技術講習会を開催している。また、本システムの操作マニュアルも作成

されている。

操作を実施する章衛南管理局の職員は 1999年度現在、全体で約 160人程度であり、その

なかで、今後本システムを活用し洪水予測を行う「計画建設処」は、総勢９名である。現段

階で、本システム操作が実行可能な人員は５名となっている。

プロジェクト完了後も、実操作に関する研修を継続していく計画とされており、洪水予

測システムの操作技術は普及され、体制はより充実するものと期待される。

（5）今後の技術伝達及び他流域への展開の可能性

1） 本プロジェクトの残期間である 2000年１月～５月において、「章衛南運河流域洪水予

測選択システム」の改善、「章衛南運河流域洪水予測選択システム」のヘルプシステム

の開発、「章衛南運河流域洪水予測選択システム」のテストラン報告書の作成、ＪＩＣＡ
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プロジェクト水文分野「章衛南運河流域洪水予測システム開発・技術マニュアル」の作

成・印刷、ＪＩＣＡプロジェクト水文分野の技術研修などを計画しており、より一層、

洪水予測システムの中国での技術普及が進むこととなる。

2） 本洪水予測モデルは、モデル作成後に大きな洪水が発生していないため、プロジェク

ト期間の実洪水での実操作及びその予測精度の検証が実施されていない。しかしな

がら、実操作は研修などを通じて伝達されるとともに、予測精度は、今後作成する「章

衛南運河流域洪水予測システム開発・技術マニュアル」に各洪水予測モデルの関連理

論が記述されており、プロジェクト完了後に発生する洪水によってもその予測モデル

の改善を行うことにより、中国による独自の洪水予測精度の改善が可能である。さら

に、選択制予測モデルは新たなモデルの随時追加可能なオープン型モジュール化予測

モデルであるため、新たな予測理論の展開にも柔軟に対応できるものであり、今後よ

り一層の予測技術の発展が期待できる。

3） 本洪水予測モデルは、数多くの洪水予測モデルの結果を選択する概念を取り入れたこ

とにより、章衛南流域に限らず、種々の河川での洪水予測への適用の可能性がある。こ

のため、「章衛南運河流域洪水予測システム開発・技術マニュアル」は、中国全体の河

川の洪水予測の精度の向上に大きく貢献するものと考えられる。

（6）まとめ

本プロジェクトにおいて開発された章衛南運河洪水予測システムが十分実用化レベルに

達しており、今後、本システムは章衛南の洪水予測、ひいては洪水による災害防止に大き

く貢献するものと判断できる。また、どのような洪水予測モデルであっても、今後の洪水

のたびごとに精度向上の検討は必要であるが、その面においても、中国側は十分本システ

ムを理解しており、独自で引き続き、システムと操作の改善に取り組める技術が移転され

た。

４－３－２　電気通信分野

（1）経緯

本プロジェクトにおいて技術移転の対象となった電気通信施設は、水文情報伝達を目的

とするマイクロ波多重通信回線及びＶＨＦテレメータ回線である。このうち多重通信回線

は 1995年の電波発射式以降運用を開始し、1996年８月の大洪水においても円滑に機能し、

この洪水期間中の通信回数は中国側の計上によると電話で１万 2000回、ファクシミリで１



- 18 -

万 5000回にも及んだ。また、テレメータ回線は1996年に実用に供され、従来は電話で報告

し手入力で処理していたため水位・雨量データの収集に３時間を要していたものが、自動

的かつ連続的にオンライン化することにより最短で 15分間隔にまで改善された。

一方で、多重通信回線の岳城～臨章～魏県間において設置当初の机上検討では問題なし

とされたフェージングが頻繁に発生することが判明した。フェージングとは、無線局間で

電波が複数の伝搬路を通過する場合に生じる現象で、電波相互の干渉により正常な通信が

困難になる。1997年 12月のプロジェクト最終評価においてフェージング対策の必要が認め

られ、1998年５月のフォローアップＦ／Ｕにおいてシステムの信頼性向上のための水文情

報伝送回線の改善がもり込まれた。

（2）ＳＤ化の実施状況

伝送回線の改善のため、フェージング対策のためのスペースダイバシティ（ＳＤ）化が計

画された。ＳＤ化とは、通常、無線局間は送受信空中線１組で構成するところ、フェージ

ングにより伝送異常が生じた場合にバックアップするための送受信空中線を更にもう１組

追加することである。

今回の調査の結果、ＳＤ化については、1998年６月に設計、1998年 10月に空中線追加の

ための鉄塔の補強、1999年６月に空中線などの機材の据付調整が実施され、直後から実運

用が開始されている事を確認した。フェージングの発生する時期は、水田に水のはられる

農耕期（６月から９月）と土壌成分が結氷する厳冬期（12月から２月）が多いとされる。この

期間の通信障害の発生頻度について中国側の計上では、ＳＤ化の前後で比較して大きく減

少してるのでフェージング対策に効果があったと思料される。

ただし、ＳＤ化後まだ十分な時間が経過したものではないので、水文情報伝送の実務を

通じて観察を継続的に行い、フェージングの影響が抑制されていることを確認することを

提言する。

（3）電気通信施設の維持管理の状況

本プロジェクトを通じて日本側から中国に供与した電気通信施設は、多重通信回線とし

て徳州局など８無線局、テレメータ回線として徳州監視制御局と四女寺観測局など５観測

局で構成される。プロジェクト終了後、これらの施設の維持管理は章衛南運河管理局が担

当することとしている。

今回の調査の結果、章衛南運河管理局の維持管理組織として徳州の通信センターが置か

れ、さらにその配下の事務所には通信科などの組織が置かれ電気通信施設の維持管理体制

が敷かれていることを確認した。電気通信技術者は通信センターに 15名、無線局ごとに３
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名程度が配置されている。調査団が訪問した通信センターの技術者は電気通信施設の技術

的内容を理解し実際の操作に習熟していた。

また、章衛南運河管理局は独自に「章衛南無線システム維持運行規定」を定め、障害時の

対応とスペアパーツの管理を実施している。スペアパーツは1996年、1997年、1999年に日

本側が供与したもので良好に保管されている一方、ネズミの侵入による機器破損などに対

応するため基板やケーブル類などが交換部品として消費されていた。また、障害時の対応

とは別に、春秋年２回の定期点検を実施している。これらの障害対応、定期点検の状況は

報告書として整理されていた。

ただし、プロジェクト終了後のスペアパーツの補充は中国側が独自に納入企業から調達

することにしており、既にその手続きを定めているので、その実施が円滑に行えることが

望ましい。

（4）電気通信技術者の養成の状況

中国側は、本プロジェクトで整備した多重通信回線を延伸するために、独自で無線局の

設置を逐次実施している。すでに章衛南運河管理局内の徳州局や邯鄲局から支線をのばし

ており、今後更に衛河流域の事務所回線の整備、黄河流域水利委員会回線との接続などが

計画されている。電気通信施設の拡充とともに電気通信技術者の養成が課題となっている。

今回の調査の結果、技術者養成の一環として 1999年２月に章衛南運河管理局主催による

セミナーが開催されたことを確認した。このセミナーには黄河水利委員会の職員など 16名

が参加し、日本側専門家の協力で作成したテキストが使用された。今後とも、計画的に技

術者養成のプログラムを実施していくことを提言する。

（5）フォローアップ期間終了時までの計画

日本側としては、フォローアップ期間終了まで引き続き障害対応など維持管理に関する

技術移転を行っていく予定である。中国側としては、現在の施設の動作を安定させ、最近

の通信需要の増大に対処するため、中国側が設置した電源設備と電話交換設備の容量増を

実施する計画がある。

（6）そのほか

中国側は、最近、雷を原因とする電気通信施設の損傷が多く発生しており、障害監視や

避雷対策に必要なスペアパーツや測定器の追加供与を調査団に要望した。これについては、

日本に持ち帰り検討することを伝えた。
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（7）まとめ

今回の調査の結果、フォローアップ期間の技術移転項目である水文情報伝送回線の品質

向上のためのＳＤ化が完了したこと、また、プロジェクトで整備された多重通信回線及び

テレメータ回線の維持管理体制が敷かれていること、電気通信技術者の養成の努力が継続

的に実施されていることを確認した。このとから、技術移転の目標は達成されたと判断す

る。

また、中国側が自発的自立的に水文情報伝達のための電気通信施設を整備し、障害時の

対応を含め機器類の維持管理体制を充実させ、自主的に電気通信技術者の研修を行いモデ

ル流域以外に技術移転と普及に取り組んでいることを確認した。このことから、このプロ

ジェクト全体の目標とした電気通信分野の技術移転の結果、中国水利部に電気通信技術

が根づいたものと判断する。

電気通信分野の以下の参考資料については資料 14を参照されたい。

１．徳州～岳城　マイクロ通信回線ＳＤ改造工事竣工報告

（1999年６月章衛南通信センタープロジェクト弁公室）

２．章衛南無線システム維持運行規定

（1998年７月章衛南通信センター無線科）

３．マイクロ通信設備定期検査報告書

（1997年４月天津市高度通信会社徳州支社）

４．章衛南マイクロ通信設備故障処理記録

（1998年７月章衛南通信センター無線科）

５．章衛南局通信システム構成図

（1999年 12月章衛南通信センター無線科）

４－３－３　情報処理分野

（1）概要

情報処理分野は、国家水害防止総指揮部の洪水対策機能向上のため、中央水防情報処理

システム及び章衛南運河管理局情報処理システムの改善を行うために、クライアントサー

バ方式によるハードウエアの整備、サブシステムソフトウエア開発用ソフトウエアの整備、

情報処理システムの構成機能であるサブシステムソフトウエア開発の支援が行われたもの

である。

本分野の協力は、1998年５月で技術移転が終了しているためフォローアップの対象分野

ではないが、この２年間の水利情報センター及び章衛南運河管理局における情報処理分野
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のカウンターパートの活動状況などについて報告する。

（2）各センターの状況

1） 中央水防情報システム

中国側カウンターパートは、クライアントサーバ方式に改善したシステムにサーバや

クライアントパソコンの追加を行っていることからプロジェクトで移転した技術がカウ

ンターパートに理解され活用されているものと判断できる。また、機能拡張にあたって

は、中国側予算で実施していることから前向きに取り組んでいる。

中国側は、中央水防情報システムを国家水害防止指揮部の重要なシステムとして、機

能向上を図る計画があり、中国側の本システムに対する積極的な姿勢がうかがえ、本プ

ロジェクトで移転した技術を核にして更なる発展が期待できる。

なお、中央水防情報システムは、1998年の長江をはじめとする大洪水において利用さ

れ被害軽減に役立ち高い評価を受けた。

2） 章衛南運河管理局情報システム

章衛南運河管理情報システムに関しては、1998年以降洪水が発生していないため実洪

水時の運用実績はなく、実運用での問題点の把握とその改善内容について確認できな

かった。

プロジェクトで供与したサーバ及びパソコンは、導入当初は高機能なものを導入した

が、開発したソフトウエアを動作させると動作が遅く、特に洪水予測演算時間に影響す

ることが判明し中国側より更新の希望が出され、情報処理分野の技術協力終了後に日本

側で更新されているため本調査において更新機材の確認と動作確認を行い、処理能力が

向上されていることを確認した。

章衛南運河管理局では、ＬＡＮの拡張や洪水予測システムのデータベースの改造を計

画しており、章衛南運河管理局のカウンターパートの積極的な姿勢がうかがえ中央と同

様、プロジェクトで移転した技術を核にして更なる発展が期待できる。

章衛南運河管理局の調査中にカウンターパートよりルータやスイッチングハブなどの

ＬＡＮ用品の補充要望が出された。情報処理分野の技術協力はフォローアップの対象外

であり、しかも電気通信分野でもスペアパーツの要望が出ていることから、電気通信分

野と合わせて、必要性や中国国内での調達可能性などを総合的に判断して供与するスペ

アパーツを選定する必要がある。
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（3）まとめ

カウンターパートの技術力、意欲は高く、前向きに取り組んでいるが、フォローアップ

期間が過ぎると中国側が独自で情報処理システムの機能拡張を行うこととなる。このため

には中国側技術者の技術力向上はもちろんであるが中国側の適切な予算措置が必要である。

４－４　プロジェクト目標の達成度

日中双方は、1998年５月８日に締結したフォローアップ技術協力に関する暫定実施計画に沿っ

てプロジェクトを実施し、その目標とされた技術移転内容がほぼ達成されたことを確認した。具

体的には以下のとおりである。

・章衛南運河流域の岳城ダム上流域及び岳城ダムから四女寺堰までの章衛運河区間について貯

留関数法、新安江モデルなどによるオンラインリアルタイム洪水予測システムを開発し、水

利部水利情報センターと章衛南水害防止情報システムに実装した。また、予測結果選択方式

を適用することで、洪水予測システムの予測精度は実用レベルまで向上した。

・1999年に洪水が発生しなかったため、開発した洪水予測システムに実洪水を負荷したテスト

ランは実施できなかった。しかし、既往洪水データを入力情報とした模擬テストランにより

その予測精度、システムの操作性、水防活動の意志決定を支援するための適切な表現での情

報表示などの面で実用性を確認した。

・洪水予測システムの開発作業、「章衛南運河洪水予測システム開発技術マニュアル」の作成過

程、講習会を通じて、水利部水利情報センターなど中国側技術者が貯留関数法など複数予測

モデル及び予測結果選択方式を用いた洪水予測システムの開発手法と操作手法を取得した。

その結果、洪水予測システムの改良を中国側技術者自ら行うことが可能になった。

・７区間のマイクロ回線のうちＳＤ化を実施しなかった２区間（岳城～臨章～魏県）において

ＳＤ化工事を実施することによりフェージェング対策が完了し、章衛南運河水文情報伝達の

信頼性が向上した。
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第５章　プロジェクトの評価

効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性の観点から本プロジェクトに対する評

価・分析を行い、その結果が以下のものであることを確認した。

５－１　効率性

本プロジェクトは全体としてはおおむね効率的に実施されている。プロジェクトの円滑な実施

を図るためプロジェクト指導者グループを設立し、その下にプロジェクト弁公室が設置され、日

本側専門家チーム、国家水害防止総指揮部弁公室、水利情報センター、章衛南運河管理局及び水

利部の各関連部局間の業務調整とプロジェクト管理運営を行った。また、専門家と多くのカウン

ターパートの日常執務環境に物理的な距離があるが、頻繁な会議が行われ、共同作業の円滑化の

ための努力が払われている。

また、プロジェクトの投入された人材の資質は高く、日本側専門家も中国側カウンターパート

も、プロジェクトの実施に必要な技術と経験を備えている。

1998年の大洪水時にはカウンターパートのほとんどが兼務であることから、プロジェクトの業

務に一時的な支障を来たしたが、その後カウンターパートがプロジェクト業務に従事する時間を

確保するため中国側は適切な措置をとった。

日中双方から供与された機材の内容はほぼ適切かつ先進的であり、成果の達成に効率よく結び

ついている。

日本側はプロジェクトへの日本国内支援体制が効率的に機能し、日本側専門家への技術情報の

提供、研修受入れ体制の準備などを通じて効率的なプロジェクトの実施に貢献した。

５－２　目標達成度

本プロジェクトのフォローアップ期間において、洪水予測分野の技術移転により国家水害防止

総指揮部及び章衛南運河管理局の洪水予測システム並びに水文情報の伝達が改善され、中国側技

術者が、洪水予測システムの開発、操作、改良を独自に実施できる技術を取得した。初期の成果

がほぼ達成されていることから、本プロジェクトの目標は達成されたということができる。

目標の達成を促進している主な要因として、プロジェクト目標の政策的な重要性が高く中国側

の取り組みが熱心であること、専門家及びカウンターパートの資質と士気が高いこと、日本側か

ら効果的な国内支援が得られたことなどを指摘できる。

５－３　効果

中央水害防止情報システムは 1998年６月～９月の大洪水時に全国の洪水状況監視に用いられ、
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国家水害防止総指揮部弁公室への品質の高い情報提供サービスを通して的確な水防指揮に貢献し

た。なお、中国側の推定によるとプロジェクトの効果を含めて、1998年の洪水防止活動における

適時で正確な洪水情報予測による全国での洪水損失軽減効果は 800億人民元であった。

５－４　計画の妥当性

水害被害の軽減は中国の社会経済開発にとって重大問題であり、非構造物による水害防止の推

進及び情報収集・伝達・処理・提示の自動化による水防指揮能力の向上は中国の水害対策の優先

分野であることから、洪水予測システムの改善など本プロジェクトで設定された目標は現時点に

おいても妥当であるといえる。

章衛南運河流域はその特殊な流域特性のため洪水予測モデルの開発に多くの課題を抱えていた。

しかし複数モデルによる予測結果、選択システムという中国で初めてのシステムを実用化するこ

とによってそれらの課題を克服するとともに、章衛南運河流域と類似の課題を抱えている他流域

の課題を解決できる技術も移転したことから、モデル流域に章衛南運河流域を設定したことは妥

当であったといえる。

モデル流域での実践的な技術開発の成果とその経験を踏まえて適切な技術の普及を図るという

アプローチも合理的であると評価できる。

フォローアップ期間を２年間としたことについても、成果の達成度から見て妥当であったと評

価できる。

５－５　自立発展性

本プロジェクトは中国の水害防止政策上、重要な位置づけを与えられており、また、水害防止

指揮自動化システムの改善はこれからも推進される見通しであることから、本プロジェクトがも

たらした設備と技術の基盤の維持と発展には、政策的な支援が継続されると期待できる。

プロジェクト終了後、プロジェクト弁公室は解散し、本プロジェクトの設備及びカウンター

パートは水利部水利情報センター及び章衛南運河管理局の管理下におかれ、設備と技術の維持・

発展に必要な人材、予算などが確保される見通しである。

技術移転の観点からは、目標とされた技術移転がほぼ達成されていることから、技術の維持及

び施設の保守について大きな問題は生じないものと考えられる。さらに移転した技術を適用でき

る他流域への普及、特にプロジェクト終了までに策定される「章衛南運河洪水予測システム開発技

術マニュアル」を用いての類似流域での洪水予測システムの改善が期待される。
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第６章　提言

６－１　他流域への技術移転

本プロジェクトは中国の水害防止指揮能力向上のために、モデル地域として章衛南運河流域を

取り上げ、洪水予測、電気通信、情報処理分野の技術移転を中央及び章衛南運河管理局の技術者

に対して実施してきた。これまでにもプロジェクト実施期間中の３回のセミナーを通じて普及に

努めてきたが、今後も様々な機会を通じて他流域の技術者へ技術移転活動を推進していくことが

必要である。

６－２　設備の維持管理への取り組み

中国側は、プロジェクトで供与した設備の維持管理について、これまでも取り組んできたが、日

本側の協力が終了したあとも引き続きその機能が十分発揮できるよう、中国側は維持管理の充実

やそのための予算措置を継続的に行う必要がある。
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第７章　総括

本プロジェクトは、①洪水予測分野　②電気通信分野　③情報処理分野の３つの分野の技術移

転により、中国の水害防止指揮自動化システムを改善し、また技術者を養成して、洪水の防止と

被害の軽減を図ることを目的とし、1993年より５年間の計画で始められたものである。５年間に

おいて、「情報処理分野」については当初の目標はほぼ達成された。しかし、特に「洪水予測分野」

においては、それまで中国国内で長年検討がなされてきたものの、実用的な予測手法を開発しえ

なかったような、特殊な流域特性を有する地域に適用できる手法の開発が求められたことなどか

ら、当初の目標を達成しえず、２年間（1998～ 2000）期間を延長し、その開発に取り組むことにし

た。合わせて、「電気通信分野」においても、水文情報伝達の信頼性を一層向上させるためマイク

ロ回線のＳＤ化工事を追加実施することにした。

各分野における技術移転の達成状況等については既に記述されているとおりである。本プロ

ジェクトの所期の目標がほぼ達成され、中国の水害防止指揮自動化システムの改善に重要な貢献

がもたらされたことは、中国側から多大な謝意が調査団に述べられ、高く評価されていることか

らもうかがえる。また、調査期間中の中国人技術者の説明、操作状況から判断しても、中国側へ

の技術移転は高いレベルでなされたと判断できる。

以上のことから、調査団としては、当初の予定どおり 2000年５月末までに残された課題である

洪水予測システム開発技術マニュアルを完成させ、本プロジェクトを完了させられることを中国

側と確認した。

中国は、黄河、長江等長大な多くの河川を有し、古くから「川を治める者、国を治める」といわ

れるように、水害防止は国民生活の安定と経済・社会発展の要と考えられてきた。そのため堤防

整備、ダム建設による治水事業も行われてきていたが、多大な費用と時間がかかることもあり、洪

水被害の軽減を図る水防能力の向上にも力を入れてきている。

特に1980年代からは、水防情報システムの構築が始められ、1990年代以降は、欧米や日本の先

進的な河川情報システムの導入にも力を入れてきた。本プロジェクトは、その集大成ともいえる

ものであり、国家レベルでの先進的な中央水防情報システムの構築と実用化に初めて到達した記

念碑的なプロジェクトともいえる。2000年という 20世紀最後の年に本プロジェクトが終了できる

ことは、21世紀に対する大きな贈り物といえよう。

この点については、1998年、1999年の中国の大洪水においては水害防止指揮システムの改善に

より、全国でそれぞれ約800億元、200億元の被害軽減効果があったという中国側の推定値が示さ

れるとともに、先日中国で出版された『水害輝煌 50年』（編集委員長　水利省大臣）の第17章「水利

情報化」のなかでも「日中協力による『国家水防総指揮部自動化システム』プロジェクトの実施によ

り、中央水防情報システムの建設には大きな進歩があった」と記されていることからも、中国側の
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評価がうかがえる。

また、洪水予測システムについても、同書のなかで、本プロジェクトにより、「水文予測技術は

更に補足、充実された」と記されている。洪水予測手法については、中国では南部地域を中心に新

安江モデルが開発され、実績を持っているが、流域特性の違いにより、半乾燥地帯である北部地

域においては適用が困難であった。本プロジェクトで採用した予測結果選択方式は、ケーススタ

ディとした章衛南運河流域において、検証したところ、実用化レベルの精度が確認された。これ

は中国でも初めての試みであり、その成功は、これまで予測手法が未開発であった北部地域を中

心に今後の中国の洪水予測手法の発展に大きな貢献をするものと考えられる。

また、電気通信分野においては、有線回線を使った人力によるデータ記録送信が中心である中

国において、無線方式のテレメータシステムを採用し、章衛南運河に導入した。これは、ダム管

理での採用を除き、流域規模での採用としては中国で初めてのものである。1996年の章衛南運河

における洪水時には、その効果を発揮したところであり、今後の中国における普及が期待される。

本プロジェクトが終了するにあたり、調査団として中国側に提案、要望したことは、本プロジェ

クトにおいては章衛南運河をケーススタディとして洪水予測、電気通信の技術移転を行ったが、

中国全体の水害防止指揮能力向上のためには、他の流域への中国国内における技術移転が必要で

あること、また、本プロジェクト期間中に供与した施設、機材等が今後とも長く機能するには、中

国側における管理体制の充実やそのための予算措置の継続的な取り組みが必要であることの２点

である。これについては中国側も十分理解を示しており、適切な対応がとられるものと判断され

る。

１月 14日には、他の流域への技術移転、普及を図るという観点から、周水利部副部長の出席も

得て、セミナーが開催されたが、中国全土から約80名の参加者が集まり、広く本プロジェクトの

成果がＰＲできたものと考えている。

このように、本プロジェクトは被援助国の行政の根底に大きな変化をもたらす効果的、波及効

果の大きなものであり、日本からの技術協力のなかでも代表的な事例になりうるものといえる。

この成功は中国側の理解と協力が得られたことにもよるが、越智、鎌田、植田の歴代のリーダー

のもと、日本人専門家の努力と情熱のたまものである。調査期間中に、水利部高官からも日本人

専門家に対する高い評価があったこと、またその旨、是非日本に報告してほしいという願望が

あったことを申し添える。

なお、河川分野においては、治水、利水、環境のいずれの面においても日本と中国は同じよう

な問題意識をもっている。今回のプロジェクトの成功により、中国側にも日本の協力に対する信

頼感が醸成されており、これを機会に今後さらなる有効な技術協力が見込めるものと思われる。

中国は、近年洪水対策を重要施策として位置づけており、河川分野における技術協力が日中の友

好関係の向上にも大きく寄与するものと考えられる。
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